
 

 

 

 

 

 

吸収合併に関する事前開示書面 

（会社法第 794条第１項及び会社法施行規則第 191条に定める書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023年５月 23日 

 

朝日インテック株式会社 

  



2023年５月 23日 

 

吸収合併に関する事前開示事項 

 

朝日インテック株式会社 

代表取締役 宮田 昌彦 

 

朝日インテック株式会社（以下「当社」又は「存続会社」といいます。）は、2023年１月 16

日に、トヨフレックス株式会社（以下「消滅会社」といいます。）との間で吸収合併契約を締

結し、2023年７月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、トヨフレックス株式

会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本件合併」といいます。）を行うことを決定

いたしました。 

本件合併に関する会社法第 794条第１項及び会社法施行規則第 191条に定める事前開示事

項は、下記のとおりです。 

 

記 

 

１. 吸収合併契約の内容（会社法第 794条第１項） 

別紙１「合併契約書」のとおりです。 

 

２. 会社法第 749条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めがないことの

相当性に関する事項（会社法施行規則第 191条第１号） 

完全親子会社間の吸収合併につき、対価の交付は行わず、また、本件合併により

存続会社の資本金及び準備金は増加しません。 

 

３. 新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 191条第２号） 

該当事項はありません。 

 

４. 消滅会社についての事項（会社法施行規則第 191条第３号） 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 

 

（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

 

（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 



該当事項はありません。 

 

５. 存続会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第

191条第５号） 

該当事項はありません。 

 

６. 吸収合併が効力を生ずる日以後における当社の債務の履行の見込みに関する事項

（会社法施行規則第 191条第６号） 

本件合併後の当社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。

また、本件合併後の当社の収益状況及びキャッシュフローの状況について、債務の

履行に支障を及ぼすような事態は現在のところ予測されておりません。したがって、

本件合併後における当社の債務について履行の見込みがあるものと判断しておりま

す。 

以上 
 



 

別紙１ 

 

吸収合併契約書 

 

次ページ以降をご参照ください。 

  







別紙２ 

 

消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 



決算報告書
（第 51 期）

自 2021年  7月  1日

至 2022年  6月 30日

トヨフレックス株式会社

東京都新宿区西新宿一丁目24番1号



（単位：百万円）

【 流 動 資 産 】 【 1,696 】 【 流 動 負 債 】 【 3,363 】

現 金 及 び 預 金 8 支 払 手 形 22

受 取 手 形 30 電 子 記 録 債 務 357

電 子 記 録 債 権 64 買 掛 金 365

売 掛 金 663 短 期 借 入 金 2,515

商 品 及 び 製 品 476 未 払 金 49

仕 掛 品 27 未 払 費 用 11

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 133 未 払 法 人 税 等 2

前 払 費 用 19 前 受 金 2

そ の 他 の 流 動 資 産 274 預 り 金 1

賞 与 引 当 金 36

【 固 定 資 産 】 【 1,823 】 【 固 定 負 債 】 【 29 】

有 形 固 定 資 産 211 退 職 給 付 引 当 金 29

建 物 95

構 築 物 5

機 械 及 び 装 置 8

車 両 運 搬 具 0

工 具 、 器 具 及 び 備 品 20

土 地 82

無 形 固 定 資 産 3 負 債 合 計 3,392

ソ フ ト ウ ェ ア 0

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 3 【 株 主 資 本 】 【 120 】

投 資 そ の 他 の 資 産 1,607 資 本 金 200

投 資 有 価 証 券 17 利 益 剰 余 金 △ 79

関 係 会 社 株 式 1,476 利 益 準 備 金 42

繰 延 税 金 資 産 16 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 121

その他の投資その他の資産 97 （ 別 途 積 立 金 ） ( 73 )

（ 繰 越 利 益 剰 余 金 ） ( △ 194 )

【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】 【 7 】

その他有価証券評価差額金 7

純 資 産 合 計 127

資 産 合 計 3,520 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,520

純 資 産 の 部

トヨフレックス株式会社

資 産 の 部 負 債 の 部

貸借対照表
2022年6月30日現在



トヨフレックス株式会社 （単位：百万円）

4,229

3,797

432

616

△ 184

3

8

0 13

15

0 16

△ 187

△ 187

0

1 1

△ 188

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

科 目 金 額

損益計算書
自  2021年7月 1日    至  2022年6月30日

税 引 前 当 期 純 損 失

当 期 純 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他 の 営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

為 替 差 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金



（単位：百万円）

別途積立金 繰越利益剰余金

2021年7月1日残高 200 42 73 △ 5 109

当期中の変動額

当期純損失 △ 188 △ 188

株主資本以外の項目の期中の変動
額（純額）

当期変動額合計 - - - △ 188 △ 188

2022年6月30日残高 200 42 73 △ 194 △ 79

株主資本

2021年7月1日残高 309 7 317

当期中の変動額

当期純損失 △ 188 △ 188
株主資本以外の項目の期中の変動
額（純額） 0 0

当期変動額合計 △ 188 0 △ 189

2022年6月30日残高 120 7 127

株主資本等変動計算書
自  2021年7月 1日    至  2022年6月30日

項　　目

株　主　資　本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計

項　　目
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純資産合計



個 別 注 記 表 
自 2021 年 7 月 1 日 至 2022 年 6 月 30 日 

トヨフレックス株式会社 

 

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

     ① 子会社株式 

       移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

     市場価格のない株式等以外のもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

   市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法 

  

  (2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法) 
 

 ２．固定資産の減価償却方法 

(1)有形固定資産 

定率法(ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)並びに 2016 年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法)を採用しております。 

 

  (2)無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

   

 ３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

  



 

４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

産業用製品の販売を主として行っております。これらの販売については、主として顧客に商品

及び製品それぞれを引き渡した時点で、顧客に商品及び製品の法的所有権、物理的占有、商品及び

製品の所有に伴う重大なリスクおよび経済価値が移転し、支払を受ける権利が確定するため、そ

の時点で収益を認識しております。 

当社の製品の販売契約における対価は、当社の顧客との契約に基づき、顧客へ製品を引き渡し

た時点から主として１カ月～3 カ月で代金を回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。 

 

Ⅱ.会計方針の変更 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下「収益認識会計基

準と言います。」)等を当期の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたし

ました。当該会計基準等の適用が会計報告に及ぼす影響はありません。 

 

Ⅲ.貸借対照表に関する注記 

  有形固定資産の減価償却累計額     493 百万円 

 

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記 

 １.発行可能株式の総数      800,000 株 

 ２.発行済株式の総数        201,654 株 

 ３.当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 



トヨフレックス株式会社 

第 51 期事業報告 

（2021 年 7 月 1 日から 2022 年 6 月 30 日まで） 
 
1 会社の状況に関する重要な事項 
 当社は、ワイヤーロープ技術や射出成型技術を活かし、自動車市場・建材市場などの産

業機器分野を中心とした製品について、主に販売業務を行っており、また研究開発や試作

を中心とした少量生産についても行っております。 
 
 当事業年度においては、親会社である朝日インテック株式会社が新たに発表した新

中期経営計画「ASAHI Going Beyond 1000」のもと、朝日インテックグループの一員

として、グループ企業間での技術・人的交流を積極的に推進し、事業運営の合理化や

シナジー効果を創出するなど、企業価値の向上を図ってまいりました。 
 
 一方、新型コロナウイルスの世界的な感染再拡大、ロシア・ウクライナ情勢を起因とし

た原材料価格の高騰や資源価格高騰に伴う輸送費用の増加、市況悪化による顧客企業の生

産調整等の影響に加え、2021 年 12 月には当社 100%子会社である TOYOFLEX CEBU 
CORPORATION（セブ工場）がフィリピンを直撃した大型台風の被害を受け、1 か月程

度稼働停止する事態も発生いたしました。これらの結果、当事業年度の業績は、売上高は

4,229 百万円（前年比 0.2％減）、営業損失は 184 百万円（前年同期は営業損失 291 百万

円）、経常損失は 187 百万円（前年同期は経常損失 296 百万円）、当期純損失は 188 百万

円（前年同期は当期純損失 283 百万円）となりました。 
 
（注）本報告中の金額記載は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 






